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The Decision Making Process of U.S. Trade Policy toward China  
in the Trump Administration The Dilemma  
between Cooperative Groups and Hardline Groups: 
Engagement or Containment
Hideyuki Miura 
Ever since the end of Cold War, the US administration has selected the trade policies that place im-
portance on “engagement” rather than “containment” in terms of economic relations toward China, 
while having a number of problems with China.  However, the Trump Administration sees China as 
growing threats to the US, as a result, it shifted policy from “engagement” to containment”. In particular, 
the US‒China trade friction was escalated following the announcement of the launch of sanctions against 
China under Article 301 of the U.S. Trade Law on March 2018, which approves imposing tariffs on Chi-
nese products.  Based on the policy making process of trade policy in the US, this paper try to analyze 
about how has the US trade policy changed and what was the factor for explaining this change. This arti-
cle concluded the actors involved in the policy making processes has had a major impact on the shift of 
trade policy toward China. 
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はじめに
2017年 1月 20日，米国の第 45代大統領に就任したドナルド・トランプ大統領は，就任演説で「米
国第一」を繰り返し，経済政策と外交政策の抜本的転換を訴えた（White House, 2017a）。就任直後，
トランプ大統領は，環太平洋経済連携協定（TPP）から撤退することを表明するとともに，今後の貿
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1 たとえば，クドローNEC委員長は USMCA，米 EC貿易交渉，日米貿易交渉を通じて中国に対抗する主な同盟国との統一戦
線を張ると発言している。
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た（Bergsten, 2009）。こうした中で 2009年 7月に開催されたオバマ政権発足後の初の米中戦略協議
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トランプ政権における対中通商政策の決定過程
メカニズムである「米中戦略・経済対話」では，オバマ大統領は，「米中関係は 21世紀の形を決める」
と述べている（Department of State, 2009）。
しかし 2010年頃になると，中国がしばしば強硬な方針を示すようになり，米国もより強い態度で
中国を牽制する場面が増え対中政策を転換した。オバマ政権は，2011年 11月頃から，アジアへの
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2018年 3月 8日，中国を狙ったと考えられる，米国による 1962年通商拡大法第 232条に基づく
国家安全保障への脅威を理由とした鉄鋼・アルミ製品への追加関税を課すことを公表した（White 
House, 2018a）。そして 3月 22日に，米国は中国による知的財産権侵害等を理由にした米国の 1974
年通商法第 301条に基づく対中制裁として中国から輸入する品目の 500億ドル分に 25％の追加関税
を課すことを決定した。対中制裁発動に併せて，USTRは制裁の目的などを記した調査報告書を公表
3 「2017年通商政策課題」においては，2018年版の第 1, 3, 4, 5の柱は言及されていたが第 2の柱は言及されていなかったた
め，第 2の柱は 2018年版にあらたに加えられた項目といえる。
























めたもので，「ナヴァロ・ペーパー」とも呼ばれる（Wall Street Journal, June 19, 2018）。
貿易協議では問題は解決されず，結果的に，中国にターゲットを絞った追加関税が発動した。その
第 1弾として 340億ドル分（自動車，産業用ロボット，医療機器などが対象）に対する追加関税が
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じている（Wall Street Journal, October 8, 2018）。またフレッド・ザガリアも同演説について「中国
を敵とする米国の戦略上の重大な転換」と述べたうえで，「われわれは今や中国との新冷戦に突入し




志連合（trade coalition of the willing to confront China）」の構築の必要性を訴えた（The New York 











ない事態に陥った。2018年 12月 1日，ブエノスアイレスで開かれた G20の機会での米中首脳会談
では，トランプ大統領と習主席は，制裁関税の引き上げを 2019年 3月 1日まで 90日延期し，知財










関税において引き揚げられた 2,000億ドル相当の中国製品に関する関税を 10％から 25％に引き上げ
ることを発表した。事態打開の途が見えない中，中国の劉鶴副首相はワシントンを訪問したが，米国














開催される」とされたものの（White House, 2019），8月 1日にトランプ大統領は突如中国からの輸
入品 3,000憶ドル相当に 9月 1日から 10％の追加関税を付加すると発表した。8月 13日になり米国
は一部輸入品への追加関税発動を 12月 15日まで延期するとしたものの，中国が 8月 23日に報復措
置として米国からの輸入品 750億ドル相当への追加関税を発表したため，トランプ大統領は同日に対







6 5月 20日に，既存の通信ネットワークや携帯端末の保守やソフト更新にかかわる一部取引は 3ヵ月の猶予期間を設けると発
表した。
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貿易で不公正な競争優位を得るためだ」と中国を非難した（U.S. Department of the Treasury, 2019）。




イッターを通じて，10月 1日以降すでに発動した第 1弾から第 3弾を合わせて約 2,500億ドル分の
中国の輸入品に課す税率を 25％から 30％に引き上げると発表した。さらに約 3,000億ドルの中国製




そして，ついに米国は 9月 1日，予定通り対中制裁関税第 4弾を発動した。これにより，同日から
1,100億ドル分の中国製品に 15％の追加関税が課されることになった。ただし，経済的な影響を考慮
しスマートフォンなどを含む 1,600億ドル分への追加関税は 12月 15日に先送りされた。第 4弾は，





















































しかし 2018年 2月から 3月にかけて，ロバート・ポーター大統領秘書官，レックス・ティラーソ
ン国務長官，ハーバート・マクスター国家安全保障問題担当大統領補佐官が相次いで辞任するととも
に，ホワイトハウスの錯綜した大統領への情報ルートの整備に努めたジョン・ケリー大統領補佐官も
求心力を失った結果，対中強硬派が勢いづいた（Wall Street Journal, February 10, 2018）。さらに，
2018年 3月 1日，トランプ大統領が議会や政権内部の強い反対論を押し切り鉄鋼とアルミニウムの
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